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第三編 保険募集
第一章 通則
（銀行等が生命保険募集人として保険募集を行う
ことのできる場合）
第二百十二条 法第二百七十五条第一項第一号に規
定する内閣府令で定める場合は、生命保険募集
人である銀行等又はその役員若しくは使用人が
次の各号に掲げる保険契約の締結の代理又は媒
介を行う場合であって、次項各号及び第三項各
号に掲げる要件（第一号から第三号までに掲げ
る保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合に
あっては、次項各号に掲げる要件）のいずれに
も該当する場合とする。
一 法第三条第四項第一号に掲げる保険に係る保
険契約のうち、その保険金が住宅（居住の用
に供する建物（その一部を事業の用に供する
ものを含む。）をいう。次条第一項において
同じ。）の建設、購入若しくは改良（これら
に付随する土地又は借地権の取得を含む。）
に係る債務の返済に充てられるもの又は充て
られることが確実なもの（当該保険金の額が
当該債務の残高と同一であるものに限る。）
二 法第三条第四項第一号に掲げる保険に係る保
険契約（保険契約者が法人であるものを除
く。）のうち、被保険者の生存に関して保険
金を支払うことを主たる目的とする保険契約
であって、次に掲げる要件のいずれにも該当
するもの（次号に掲げる保険契約に該当する
ものを除く。）
イ 保険契約に基づき払い込まれる保険料（第
五十三条第一項第四号に規定する既契約の
責任準備金、返戻金の額その他の被保険者
のために積み立てられている額（次条第一
項第四号イにおいて「転換価額」とい
う。）を含む。以下この号において同
じ。）の総額又は被保険者のために積み立
てた金額により保険金の額及び当該保険契
約の解約による返戻金の額が定められるも
の
ロ 当該保険契約に基づき被保険者の生存に関
して支払う保険金以外の金銭の支払（契約
者配当（法第百十四条第一項に規定する契
約者配当をいう。）又は社員に対する剰余
金の分配及び解約による返戻金の支払を除
く。）が、当該保険契約で定める被保険者
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の死亡（余命が一定の期間以内であると医
師により診断された身体の状態及び重度の
障害に該当する状態を含む。第四号及び第
五号並びに第四項第一号において同じ。）
に関し支払う保険金に限られ、当該保険金
の額が、当該保険金を支払う時点までに払
い込まれた保険料の総額又は被保険者のた
めに積み立てた金額に比して妥当なもの

三 法第三条第四項第一号に掲げる保険に係る保
険契約のうち、勤労者財産形成促進法第六条
第一項第二号、同条第二項第二号及び同条第
四項第二号に定めるもの
四 法第三条第四項第一号に掲げる保険に係る保
険契約（前三号に掲げるものを除く。）のう
ち、次に掲げる保険契約
イ 被保険者の死亡に関し保険金を支払うこと
を約する保険に係る保険契約（その締結の
日から一定期間を経過した後保険金の額が
減額されることが定められるものを除
く。）であって、その保険期間が被保険者
の死亡の時までとされるもの（保険料を一
時に払い込むことを内容とするものに 限
る。）
ロ 被保険者の生存又はその保険期間の満了前
の被保険者の死亡に関し保険金を支払うこ
とを約する保険に係る保険契約（第七十四
条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約
（第八十三条第一号ロ及びニに掲げるもの
を除く。）又は第百五十三条第一号イ及び
第三号に掲げる保険契約に該当するものに
あっては、その締結の日から一定期間を経
過した後被保険者の死亡に関する保険金の
額が減額されることが定められるものを除
き、当該保険契約に該当しないものにあっ
ては、被保険者の死亡に関する保険金の額
が被保険者の生存に関する保険金の額を超
えるものを除く。）であって 、保険期間が
十年以下のもの（保険契約者が法人である
ものを除く。）又は保険料を一時に払い込
むことを内容とするもの ◆追加◆

五 法第三条第四項第二号に掲げる保険のうち次
に掲げる事由に関するものに係る保険契約
（以下この章において「傷害保険契約」とい
う。）のうち、保険期間の満了後満期返戻金
を支払うことを約する保険契約
イ 傷害を受けたことを原因とする人の状態
ロ 傷害を受けたことを直接の原因とする人の
死亡
ハ イに定めるものに関し、治療（治療に類す
る行為として第五条に掲げるものを含
む。）を受けたこと。

六 法第三条第四項第一号又は第二号に掲げる保
険に係る保険契約であって、前各号に掲げる
もの以外のもの
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次に掲げる要件を満たさなければならない。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報（その役員又は使用人が職務上知り得
た顧客の預金、為替取引又は資金の借入れ
に関する情報その他の顧客の金融取引又は
資産に関する公表されていない情報（第五
十三条の九に規定する情報及び第五十三条
の十に規定する特別の非公開情報を除
く。）をいう。次条第二項第一号、第二百
十二条の四第二項第一号、第二百十二条の
五第二項第一号及び第二百三十四条第一項
第十八号において同じ。）が、事前に書面
その他の適切な方法により当該顧客の同意
を得ることなく保険募集に係る業務（顧客
が次項に規定する銀行等生命保険募集制限
先に該当するかどうかを確認する業務を除
く。）に利用されないことを確保するため
の措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報（その役員又
は使用人が職務上知り得た顧客の生活、身
体又は財産その他の事項に関する公表され
ていない情報で保険募集のために必要なも
の（第五十三条の九に規定する情報及び第
五十三条の十に規定する特別の非公開情報
を除く。）をいう。次条第二項第一号、第
二百十二条の四第二項第一号、第二百十二
条の五第二項第一号及び第二百三十四条第
一項第十八号において同じ。）が、事前に
書面その他の適切な方法により当該顧客の
同意を得ることなく資金の貸付けその他の
保険募集に係る業務以外の業務に利用され
ないことを確保するための措置

二 銀行等が、保険募集の公正を確保するため、
保険募集に係る保険契約の引受けを行う保険
会社の商号又は名称の明示、保険契約の締結
にあたり顧客が自主的な判断を行うために必
要と認められる情報の提供その他の事項に関
する指針を定め、公表し、その実施のために
必要な措置を講じていること。
三 銀行等が、保険募集に係る法令等（法令、法
令に基づく行政官庁の処分、当該銀行等の内
部規則その他これらに準ずるものをいう。以
下この号において同じ。）の遵守を確保する
業務に係る責任者を保険募集に係る業務を行
う営業所又は事務所（他の法令等の遵守を確
保する業務が複数の営業所又は事務所を一つ
の単位（保険募集に係る業務を行う営業所又
は事務所を含むものに限る。）として行われ
ている場合にあっては当該単位）ごとに、当
該責任者を指揮し保険募集に係る法令等の遵
守を確保する業務を統括管理する統括責任者
を本店又は主たる事務所に、それぞれ配置し
ていること。
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３ 生命保険募集人である銀行等又はその役員若し
くは 使用人が第一項第四号から第六号までに掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行うとき
は、当該銀行等は、次に掲げる要件を満たさな
ければならない。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
（信用金庫、労働金庫、信用協同組合及び農
業協同組合等（令第三十九条第八号に規定す
る農業協同組合並びに同条第九号に規定する
漁業協同組合及び水産加工業協同組合をい
う。以下この号において同じ。）をいう。以
下この章 及び第二百三十四条第一項第十号に
おいて同じ。）である場合にあっては、当該
協同組織金融機関の会員又は組合員（会員又
は組合員である法人の代表者を含み、当該協
同組織金融機関が農業協同組合等である場合
にあっては、組合員と同一の世帯に属する者
を含む。以下この章 及び第二百三十四条第一
項第十号において同じ。）である者を除く。
以下この条及び第二百三十四条第一項第九号
において「銀行等生命保険募集制限先」とい
う。）を保険契約者又は被保険者とする保険
契約（ 第一項第四号から第六号までに掲げる
ものに限り、既に締結されている保険契約
（その締結の代理又は媒介を当該銀行等又は
その役員若しくは使用人が手数料その他の報
酬を得て行ったものに限る。）の更新に係る
ものを除く。）の締結の代理又は媒介を手数
料その他の報酬を得て行わないことを確保す
るための措置を講じていること。
イ 当該銀行等が法人（国、地方公共団体及び
銀行法施行令（昭和五十七年政令第四十
号）第四条第十一項各号に掲げる法人その
他の金融庁長官が定める法人を除く。以下
この号、次項、次条第三項第一号、第二百
十二条の四第三項第一号、第二百十二条の
五第三項第一号 及び第二百三十四条第一項
第十号において同じ。）又はその代表者に
対し当該法人の事業に必要な資金の貸付け
（手形の割引を含む。以下この章並びに第
二百三十四条第一項第十号及び第十五号に
おいて同じ。）を行っている場合における
当該法人及びその代表者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

３ 生命保険募集人である銀行等又はその役員若し
くは 使用人が第一項第六号に掲げる保険契約の
締結の代理又は媒介を行うときは、当該銀行等
は、次に掲げる要件を満たさなければならな
い。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
（信用金庫、労働金庫、信用協同組合及び農
業協同組合等（令第三十九条第八号に規定す
る農業協同組合並びに同条第九号に規定する
漁業協同組合及び水産加工業協同組合をい
う。以下この号において同じ。）をいう。以
下この章 並びに第二百三十四条第一項第十号
及び第十五号において同じ。）である場合に
あっては、当該協同組織金融機関の会員又は
組合員（会員又は組合員である法人の代表者
を含み、当該協同組織金融機関が農業協同組
合等である場合にあっては、組合員と同一の
世帯に属する者を含む。以下この章 並びに第
二百三十四条第一項第十号及び第十五号にお
いて同じ。）である者を除く。以下この条及
び第二百三十四条第一項第九号において「銀
行等生命保険募集制限先」という。）を保険
契約者又は被保険者とする保険契約（ 第一項
第六号に掲げるものに限り、既に締結されて
いる保険契約（その締結の代理又は媒介を当
該銀行等又はその役員若しくは使用人が手数
料その他の報酬を得て行ったものに限る。）
の更新に係るものを除く。）の締結の代理又
は媒介を手数料その他の報酬を得て行わない
ことを確保するための措置を講じているこ
と。
イ 当該銀行等が法人（国、地方公共団体及び
銀行法施行令（昭和五十七年政令第四十
号）第四条第十一項各号に掲げる法人その
他の金融庁長官が定める法人を除く。以下
この号、次項、次条第三項第一号、第二百
十二条の四第三項第一号、第二百十二条の
五第三項第一号 並びに第二百三十四条第一
項第十号及び第十五号において同じ。）又
はその代表者に対し当該法人の事業に必要
な資金の貸付け（手形の割引を含む。以下
この章並びに第二百三十四条第一項第十号
及び第十五号において同じ。）を行ってい
る場合における当該法人及びその代表者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
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二 銀行等が、顧客が銀行等生命保険募集制限先
に該当するかどうかを確認する業務その他保
険会社から委託を受けた業務を的確に遂行す
るための措置及び保険募集に係る業務が当該
銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運営
に支障を及ぼさないようにするための措置を
講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第四号から第六号
までに掲げる保険契約に係るものに限る。）
を行わないことを確保するための措置 （当該
銀行等が特例地域金融機関である場合にあっ
ては、当該措置に代わるものとして金融庁長
官が定める措置）を講じていること。 ◆追加
◆

４ この条において特例地域金融機関とは、その営
業地域が特定の都道府県に限られているものと
して金融庁長官が定める金融機関であって、当
該金融機関又はその役員若しくは使用人が、 当
該金融機関の融資先従業員等（当該金融機関が
事業を行う個人又は法人 ◆追加◆若しくはその
代表者に対し当該事業に必要な資金の貸付けを
行っている場合における当該個人若しくは法人
が常時使用する従業員又は当該法人の役員（代
表者を除く。） をいう。次条第四項、第二百十
二条の四第四項及び第二百十二条の五第四項に
おいて同じ。）を保険契約者として 第一項第四
号又は第六号に掲げる保険契約（これに相当す
る内容の保険特約を含む。次項において同
じ。）の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、次の各号に掲げる保険については、それぞ
れ当該各号の区分に応じ、 当該保険契約者一人
当たりの保険金その他の給付金の額（第七十四
条第一号イ及び第三号に掲げる保険契約（第八
十三条第一号ロ及びニに掲げるものを除く。）
又は第百五十三条第一号イ及び第三号に掲げる
保険契約に該当する保険契約のうち、保険会社
が一定の額の保険金その他の給付金の支払の保
証をするものにあっては、当該保証をする額と
し、当該支払の保証をしないものにあっては、
当該保険契約に基づき払い込まれる保険料の総
額とする。次項、次条第四項及び第五項、第二
百十二条の四第四項並びに第二百十二条の五第
四項及び第五項において同じ。）の 合計が当該
各号に定める金額までを限り、保険募集を行
う旨の定めを第二項第二号に規定する指針に記
載しているものをいう。
一 人の生存又は死亡に関し、一定額の保険金を
支払うことを約し、保険料を収受する保険
（傷害を受けたことを直接の原因とする人の
死亡のみに係るものを除く。） 千万円
二 次に掲げる事由に関し、一定額の保険金を支
払うこと又はこれらによって生ずることのあ
る当該人の損害をてん補することを約し、保
険料を収受する保険のうち金融庁長官が定め
るもの 金融庁長官が定める金額

く。）
二 銀行等が、顧客が銀行等生命保険募集制限先
に該当するかどうかを確認する業務その他保
険会社から委託を受けた業務を的確に遂行す
るための措置及び保険募集に係る業務が当該
銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運営
に支障を及ぼさないようにするための措置を
講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第六号に掲げる保
険契約に係るものに限る。）を行わないこと
を確保するための措置 ◆削除◆を講じている
こと。 ただし、当該銀行等が特例地域金融機
関である場合にあっては、当該措置に代わる
ものとして金融庁長官が定める措置を講じて
いることをもって足りる。

４ 前項に規定する「特例地域金融機関」とは、そ
の営業地域が特定の都道府県に限られているも
のとして金融庁長官が定める金融機関であっ
て、当該金融機関又はその役員若しくは使用人
が、 ◆削除◆当該金融機関が事業を行う個人又
は法人 （当該金融機関が同項第三号本文に規定
する措置を講じている場合にあっては、常時使
用する従業員の数が五十人を超える事業を行う
個人又は法人を除く。）若しくはその代表者に
対し当該事業に必要な資金の貸付けを行ってい
る場合における当該個人若しくは法人が常時使
用する従業員又は当該法人の役員（代表者を除
く。） ◆削除◆を保険契約者として 第一項第六
号に掲げる保険契約（これに相当する内容の保
険特約を含む。次項において同じ。）の締結の
代理又は媒介を行う場合において、次の各号に
掲げる保険については、それぞれ当該各号の区
分に応じ、 当該金融機関又はその役員若しくは
使用人が締結の代理又は媒介をした保険契約に
よって支払われるべき保険金その他の給付金の
額（第七十四条第一号イ及び第三号に掲げる保
険契約（第八十三条第一号ロ及びニに掲げるも
のを除く。）又は第百五十三条第一号イ及び第
三号に掲げる保険契約に該当する保険契約のう
ち、保険会社が一定の額の保険金その他の給付
金の支払の保証をするものにあっては、当該保
証をする額とし、当該支払の保証をしないもの
にあっては、当該保険契約に基づき払い込まれ
る保険料の総額とする。次項、次条第四項及び
第五項、第二百十二条の四第四項並びに第二百
十二条の五第四項及び第五項において同じ。）
の 当該保険契約者一人当たりの合計が、当該各
号に定める金額を超えないこととする旨の定め
を第二項第二号に規定する指針に記載している
ものをいう。
一 人の生存又は死亡に関し、一定額の保険金を
支払うことを約し、保険料を収受する保険
（傷害を受けたことを直接の原因とする人の
死亡のみに係るものを除く。） 千万円
二 次に掲げる事由に関し、一定額の保険金を支
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イ 人が疾病にかかったこと。
ロ 疾病にかかったことを原因とする人の状態
（重度の障害に該当する状態を除く。）
ハ 第四条各号に掲げる事由
ニ イからハまでに掲げるものに関し、治療
（治療に類する行為として第五条で定める
ものを含む。）を受けたこと。

５ 生命保険募集人である協同組織金融機関は、当
該協同組織金融機関又はその役員若しくは使用
人が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に
該当する当該協同組織金融機関の会員又は組合
員を保険契約者として 第一項第四号又は第六
号に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行
う場合において、前項各号に掲げる保険につい
ては、それぞれ当該各号の区分に応じ、 当該保
険契約者一人当たりの保険金その他の給付金の
額の合計が当該各号に定める金額までを限り、
保険募集を行う旨の定めを第二項第二号に規定
する指針に記載しなければならない。
６ 生命保険募集人である銀行等又はその役員若し
くは使用人が第一項第一号から 第三号までに掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合
において、次に掲げる場合は、当該保険契約に
付される保険特約は、当該保険契約の内容と関
連性が高く、かつ、当該保険特約に係る保険料
及び保険金額が当該保険契約に係る保険料及び
保険金額と比して妥当なものでなければならな
い。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等生命保険募集制限先である場合（前号の
場合を除く。）

払うこと又はこれらによって生ずることのあ
る当該人の損害をてん補することを約し、保
険料を収受する保険のうち金融庁長官が定め
るもの 金融庁長官が定める金額
イ 人が疾病にかかったこと。
ロ 疾病にかかったことを原因とする人の状態
（重度の障害に該当する状態を除く。）
ハ 第四条各号に掲げる事由
ニ イからハまでに掲げるものに関し、治療
（治療に類する行為として第五条で定める
ものを含む。）を受けたこと。

５ 生命保険募集人である協同組織金融機関は、当
該協同組織金融機関又はその役員若しくは使用
人が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に
該当する当該協同組織金融機関の会員又は組合
員を保険契約者として 第一項第六号に掲げる保
険契約の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、前項各号に掲げる保険については、それぞ
れ当該各号の区分に応じ、 当該協同組織金融機
関又はその役員若しくは使用人が締結の代理又
は媒介をした保険契約によって支払われるべき
保険金その他の給付金の額の当該保険契約者一
人当たりの合計が、当該各号に定める金額を超
えないこととする旨の定めを第二項第二号に規
定する指針に記載しなければならない。
６ 生命保険募集人である銀行等又はその役員若し
くは使用人が第一項第一号から 第五号までに掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合
において、次に掲げる場合は、当該保険契約に
付される保険特約は、当該保険契約の内容と関
連性が高く、かつ、当該保険特約に係る保険料
及び保険金額が当該保険契約に係る保険料及び
保険金額と比して妥当なものでなければならな
い。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等生命保険募集制限先である場合（前号の
場合を除く。）

- 本則-
施行日：平成24年 4月 1日
（銀行等が損害保険代理店として保険募集を行う
ことのできる場合）
第二百十二条の二 法第二百七十五条第一項第二号
に規定する内閣府令で定める場合は、損害保険
代理店である銀行等又はその役員若しくは使用
人が 次の各号に掲げる保険契約の締結の代理又
は媒介を行う場合であって、次項各号及び第三
項各号に掲げる要件（第一号から第五号までに
掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場
合にあっては、次項各号に掲げる要件）のいず
れにも該当する場合とする。
一 保険期間が一年を超える火災保険契約のう
ち、その保険の目的である住宅の建設、購入
若しくは改良（これらに付随する土地又は借

（銀行等が損害保険代理店として保険募集を行う
ことのできる場合）
第二百十二条の二 法第二百七十五条第一項第二号
に規定する内閣府令で定める場合は、損害保険
代理店である銀行等又はその役員若しくは使用
人が 、第一号から第五号の四までに掲げる保険
契約の締結の代理又は媒介を行う場合にあって
は次項各号に掲げる要件に、第六号又は第八号
に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う
場合にあっては同項各号及び第三項各号に掲げ
る要件にそれぞれ該当する場合とする。
一 保険期間が一年を超える火災保険契約のう
ち、その保険の目的である住宅の建設、購入
若しくは改良（これらに付随する土地又は借
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地権の取得を含む。）のための資金の全部若
しくは一部として銀行等からの借入金が充当
されているもの若しくは充当されることが確
実なもの又は当該保険契約に附帯して締結さ
れる地震保険契約（地震保険に関する法律第
二条第二項（定義）に規定する地震保険契約
をいう。第二百十二条の四第一項第二号にお
いて同じ。）
二 法第三条第四項第二号ロに掲げる事由に関す
る保険又は同条第五項第一号に掲げる保険に
係る保険契約のうち、その保険金が住宅の建
設、購入又は改良（これらに付随する土地又
は借地権の取得を含む。）に係る債務の返済
の支援に充てられることを目的として保険契
約者又は被保険者の所得を補償するもの
三 法第三条第四項第二号若しくは同条第五項第
一号に掲げる保険に係る保険契約のうち、人
が外国への旅行のために住居を出発した後、
住居に帰着するまでの間に発生した事由に関
し保険金が支払われるもの又は同項第三号に
掲げる保険に係る契約
四 傷害保険契約（前条第一項第五号ハに掲げる
事由に関する保険に係るもの及び保険契約者
が法人であるものを除く。）のうち、その保
険料の払込みが行われる期間の終了した後の
一定期間において定期的に返戻金を支払うこ
とを主たる目的とする保険契約であって、次
に掲げる要件のいずれにも該当するもの（次
号に規定する保険契約に該当するものを除
く。）
イ 保険契約に基づき払い込まれる保険料の総
額（転換価額を含む。以下この号において
同じ。）又は当該保険契約に係る返戻金を
受け取る者のために逓増的に積み立てられ
た金額により返戻金の合計額及び当該保険
契約の解約による返戻金が定められるもの
ロ 保険契約に係る保険金の額が、当該保険金
を支払う時点までに払い込まれた保険料の
総額又は当該保険契約に係る返戻金を受け
取る者のために逓増的に積み立てられた金
額に比して妥当なもの

五 傷害保険契約（前条第一項第五号ハに掲げる
事由に関する保険に係るものを除く。）のう
ち、勤労者財産形成促進法第六条第一項第二
号の二、同条第二項第三号及び同条第四項第
三号に定めるもの
◆追加◆
◆追加◆
◆追加◆
六 法第三条第五項第一号に掲げる保険（事業活
動に伴い、事業者が被る損害を 対象とするも
のを除く。）に係る保険契約（第一号から 第
三号までに掲げるもの及び自動車保険契約
（自動車損害賠償保障法第五条（責任保険の
契約の締結強制）の自動車損害賠償責任保険
の契約を含む。）を除く。）のうち、 次に掲
げる要件のいずれかに該当するもの

地権の取得を含む。）のための資金の全部若
しくは一部として銀行等からの借入金が充当
されているもの若しくは充当されることが確
実なもの又は当該保険契約に附帯して締結さ
れる地震保険契約（地震保険に関する法律第
二条第二項（定義）に規定する地震保険契約
をいう。第二百十二条の四第一項第二号にお
いて同じ。）
二 法第三条第四項第二号ロに掲げる事由に関す
る保険又は同条第五項第一号に掲げる保険に
係る保険契約のうち、その保険金が住宅の建
設、購入又は改良（これらに付随する土地又
は借地権の取得を含む。）に係る債務の返済
の支援に充てられることを目的として保険契
約者又は被保険者の所得を補償するもの
三 法第三条第四項第二号若しくは同条第五項第
一号に掲げる保険に係る保険契約のうち、人
が外国への旅行のために住居を出発した後、
住居に帰着するまでの間に発生した事由に関
し保険金が支払われるもの又は同項第三号に
掲げる保険に係る契約
四 傷害保険契約（前条第一項第五号ハに掲げる
事由に関する保険に係るもの及び保険契約者
が法人であるものを除く。）のうち、その保
険料の払込みが行われる期間の終了した後の
一定期間において定期的に返戻金を支払うこ
とを主たる目的とする保険契約であって、次
に掲げる要件のいずれにも該当するもの（次
号に規定する保険契約に該当するものを除
く。）
イ 保険契約に基づき払い込まれる保険料の総
額（転換価額を含む。以下この号において
同じ。）又は当該保険契約に係る返戻金を
受け取る者のために逓増的に積み立てられ
た金額により返戻金の合計額及び当該保険
契約の解約による返戻金が定められるもの
ロ 保険契約に係る保険金の額が、当該保険金
を支払う時点までに払い込まれた保険料の
総額又は当該保険契約に係る返戻金を受け
取る者のために逓増的に積み立てられた金
額に比して妥当なもの

五 傷害保険契約（前条第一項第五号ハに掲げる
事由に関する保険に係るものを除く。）のう
ち、勤労者財産形成促進法第六条第一項第二
号の二、同条第二項第三号及び同条第四項第
三号に定めるもの
五の二 前条第一項第五号に掲げる保険契約（前
二号に掲げる保険契約に該当するものを除
く。）
五の三 法第三条第五項第一号に掲げる保険（事
業活動に伴い、事業者が被る損害を  補する
ものを除く。）に係る保険契約（第一号から
第三号までに掲げるものを除く。）のうち、
保険期間の満了後満期返戻金を支払うことを
約するもの
五の四 法第三条第五項第一号に掲げる保険に係
る保険契約（第一号から第三号まで及び前号
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イ 保険期間の満了後満期返戻金を支払うこと
を約する保険契約
ロ 法人その他の団体若しくは集団（以下この
号において「団体等」という。）又はその
代表者を保険契約者とし、当該団体等の構
成員を被保険者とするものでなく、かつ、
団体等の構成員を保険契約者とし、当該団
体等若しくはその代表者又はそれらの委託
を受けた者が保険会社のために保険契約者
から保険料の収受を行うことを内容とする
契約を伴うものでないもの

七 前条第一項第五号に定める保険契約（第四号
及び第五号に掲げる保険契約に該当するもの
を除く。）
八 法第三条第五項に掲げる保険に係る保険契約
であって、前各号に掲げるもの以外のもの

２ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が前項各号に掲げる保険契約の締結
の代理又は媒介を行うときは、当該銀行等は、
次に掲げる要件を満たさなければならない。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等損害保険募集制限先に該当するかどうか
を確認する業務を除く。）に利用されない
ことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、前条第二項第二号に掲げる指針を
定め、公表し、その実施のために必要な措置
を講じていること。
三 銀行等が、前条第二項第三号に掲げる措置を
講じていること。

３ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が 第一項第六号から第八号までに掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行うとき
は、当該銀行等は、次に掲げる要件を満たさな
ければならない。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等損害保険募集制限先」という。）
を保険契約者又は被保険者とする保険契約（
第一項第六号から第八号までに掲げるものに
限り、既に締結されている保険契約（その締
結の代理又は媒介を当該銀行等又はその役員
若しくは使用人が手数料その他の報酬を得て

に掲げるものを除く。）のうち、当該銀行等
の特定関係者である事業者の事業活動に伴っ
て生ずる損害を  補する保険契約（当該事業
者を保険契約者とするものに限る。）
六 法第三条第五項第一号に掲げる保険（事業活
動に伴い、事業者が被る損害を  補するもの
を除く。）に係る保険契約（第一号から 第三
号まで及び前二号に掲げるもの並びに自動車
保険契約（自動車損害賠償保障法第五条（責
任保険の契約の締結強制）の自動車損害賠償
責任保険の契約を含む。）を除く。）のう
ち、 次のいずれにも該当しないもの
イ 法人その他の団体若しくは集団（以下この
号において「団体等」という。）又はその
代表者を保険契約者とし、かつ、当該団体
等の構成員を被保険者とするもの
ロ 団体等の構成員を保険契約者とし、かつ、
当該団体等若しくはその代表者又はそれら
の委託を受けた者が保険会社のために保険
契約者から保険料の収受を行うことを内容
とする契約を伴うもの

七 削除
八 法第三条第五項に掲げる保険に係る保険契約
であって、前各号に掲げるもの以外のもの

２ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が前項各号に掲げる保険契約の締結
の代理又は媒介を行うときは、当該銀行等は、
次に掲げる要件を満たさなければならない。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等損害保険募集制限先に該当するかどうか
を確認する業務を除く。）に利用されない
ことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、前条第二項第二号に掲げる指針を
定め、公表し、その実施のために必要な措置
を講じていること。
三 銀行等が、前条第二項第三号に掲げる措置を
講じていること。

３ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が 第一項第六号又は第八号に掲げる
保険契約の締結の代理又は媒介を行うときは、
当該銀行等は、次に掲げる要件を満たさなけれ
ばならない。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
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行ったものに限る。）の更改（保険金額その
他の給付の内容の拡充（当該保険契約の目的
物の価値の増加その他これに類する事情に基
づくものを除く。）又は保険期間の延長を含
むものを除く。第二百十二条の四第三項第一
号、第二百十二条の五第三項第一号及び第二
百三十四条第一項第十号において同じ。）に
係るものを除く。）の締結の代理又は媒介を
手数料その他の報酬を得て行わないことを確
保するための措置を講じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等損害保険募集制限先
に該当するかどうかを確認する業務その他保
険会社から委託を受けた業務を的確に遂行す
るための措置及び保険募集に係る業務が当該
銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運営
に支障を及ぼさないようにするための措置を
講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第六号から第八号
までに掲げる保険契約に係るものに限る。）
を行わないことを確保するための措置 （当該
銀行等が特例地域金融機関である場合にあっ
ては、当該措置に代わるものとして金融庁長
官が定める措置）を講じていること。 ◆追加
◆

４ この条において特例地域金融機関とは、その営
業地域が特定の都道府県に限られているものと
して金融庁長官が定める金融機関であって、当
該金融機関又はその役員若しくは使用人が、 当
該金融機関の融資先従業員等を保険契約者とし
て第一項第八号に掲げる保険契約（これに相当
する内容の保険特約を含む。次項において同
じ。）の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、前条第四項第二号に掲げる保険について
は、 当該保険契約者一人当たりの保険金その他
の給付金の額の合計が同号に定める金額までを
限り、保険募集を行う旨の定めを第二項第二号
に規定する指針に記載しているものをいう。
５ 損害保険代理店である協同組織金融機関は、当

である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等損害保険募集制限先」という。）
を保険契約者又は被保険者とする保険契約（
第一項第六号又は第八号に掲げるものに限
り、既に締結されている保険契約（その締結
の代理又は媒介を当該銀行等又はその役員若
しくは使用人が手数料その他の報酬を得て
行ったものに限る。）の更改（保険金額その
他の給付の内容の拡充（当該保険契約の目的
物の価値の増加その他これに類する事情に基
づくものを除く。）又は保険期間の延長を含
むものを除く。第二百十二条の四第三項第一
号、第二百十二条の五第三項第一号及び第二
百三十四条第一項第十号において同じ。）に
係るものを除く。）の締結の代理又は媒介を
手数料その他の報酬を得て行わないことを確
保するための措置を講じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等損害保険募集制限先
に該当するかどうかを確認する業務その他保
険会社から委託を受けた業務を的確に遂行す
るための措置及び保険募集に係る業務が当該
銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運営
に支障を及ぼさないようにするための措置を
講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第六号又は第八
号に掲げる保険契約に係るものに限る。）を
行わないことを確保するための措置 ◆削除
◆を講じていること。 ただし、当該銀行等が
特例地域金融機関である場合にあっては、当
該措置に代わるものとして金融庁長官が定め
る措置を講じていることをもって足りる。

４ 前項に規定する「特例地域金融機関」とは、そ
の営業地域が特定の都道府県に限られているも
のとして金融庁長官が定める金融機関であっ
て、当該金融機関又はその役員若しくは使用人
が、 当該金融機関が事業を行う個人又は法人
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該協同組織金融機関又はその役員若しくは使用
人が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に
該当する当該協同組織金融機関の会員又は組合
員を保険契約者として第一項第八号に掲げる保
険契約の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、前条第四項第二号に掲げる保険について
は、 当該保険契約者一人当たりの保険金その他
の給付金の額の合計が同号に定める金額までを
限り、保険募集を行う旨の定めを第二項第二号
に規定する指針に記載しなければならない。
６ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が第一項第一号から 第五号までに掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合
において、次に掲げる場合は、当該保険契約に
付される保険特約は、当該保険契約の内容と関
連性が高く、かつ、当該保険特約に係る保険料
及び保険金額が当該保険契約に係る保険料及び
保険金額と比して妥当なものでなければならな
い。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等損害保険募集制限先である場合（前号の
場合を除く。）

◆追加◆

（当該金融機関が同項第三号本文に規定する措
置を講じている場合にあっては、常時使用する
従業員の数が五十人を超える事業を行う個人又
は法人を除く。）若しくはその代表者に対し当
該事業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人若しくは法人が常時使用する
従業員又は当該法人の役員（代表者を除
く。）を保険契約者として第一項第八号に掲げ
る保険契約（これに相当する内容の保険特約を
含む。次項において同じ。）の締結の代理又は
媒介を行う場合において、前条第四項第二号に
掲げる保険については、 当該金融機関又はその
役員若しくは使用人が締結の代理又は媒介をし
た保険契約によって支払われるべき保険金その
他の給付金の額の当該保険契約者一人当たりの
合計が、同号に定める金額を超えないこととす
る旨の定めを第二項第二号に規定する指針に記
載しているものをいう。
５ 損害保険代理店である協同組織金融機関は、当
該協同組織金融機関又はその役員若しくは使用
人が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に
該当する当該協同組織金融機関の会員又は組合
員を保険契約者として第一項第八号に掲げる保
険契約の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、前条第四項第二号に掲げる保険について
は、 当該協同組織金融機関又はその役員若しく
は使用人が締結の代理又は媒介をした保険契約
によって支払われるべき保険金その他の給付金
の額の当該保険契約者一人当たりの合計が、同
号に定める金額を超えないこととする旨の定め
を第二項第二号に規定する指針に記載しなけれ
ばならない。
６ 損害保険代理店である銀行等又はその役員若し
くは使用人が第一項第一号から 第五号の四ま
でに掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行
う場合において、次に掲げる場合は、当該保険
契約に付される保険特約は、当該保険契約の内
容と関連性が高く、かつ、当該保険特約に係る
保険料及び保険金額が当該保険契約に係る保険
料及び保険金額と比して妥当なものでなければ
ならない。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等損害保険募集制限先である場合（前号の
場合を除く。）

７ 第一項第五号の四に規定する「特定関係者」と
は、銀行法施行令第四条の二第一項第一号から
第十号まで（長期信用銀行法施行令（昭和五十
七年政令第四十二号）第六条第一項（銀行法施
行令の準用）において準用する場合を含
む。）、株式会社商工組合中央金庫法施行令
（平成十九年政令第三百六十七号）第七条第一
項第一号及び第二号（商工組合中央金庫の特定
関係者）、信用金庫法施行令（昭和四十三年政
令第百四十二号）第十一条の二第一項第一号
（金庫の特定関係者）、労働金庫法施行令（昭
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和五十七年政令第四十六号）第五条の二第一項
第一号（金庫の特定関係者）、協同組合による
金融事業に関する法律施行令（昭和五十七年政
令第四十四号）第三条の二第一項第一号（信用
協同組合等の特定関係者）、農業協同組合法施
行令（昭和三十七年政令第二百七十一号）第五
条の十三各号（組合と特殊の関係のある者）
（第三号にあっては、農業協同組合及び農業協
同組合連合会の信用事業に関する命令（平成五
年 大蔵省 農林水産省 令第一号）第十条第一項第
一号（法第十一条の二の三第三号の主務省令で
定める特殊の関係のある者）に掲げる者に限
る。）、水産業協同組合法施行令（平成五年政
令第三百二十八号）第九条第一項第一号（組合
等の特定関係者）並びに農林中央金庫法施行令
（平成十三年政令第二百八十五号）第八条第一
項第一号（農林中央金庫の特定関係者）に規定
する者をいう。

- 本則-
施行日：平成24年 4月 1日
（銀行等が少額短期保険募集人として保険募集を
行うことのできる場合）
第二百十二条の四 法第二百七十五条第一項第三号
に規定する内閣府令で定める場合は、少額短期
保険募集人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が 次の各号に掲げる保険契約の締結の代
理又は媒介を行う場合であって、次項各号及び
第三項各号に掲げる要件（第一号から第四号ま
でに掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行
う場合にあっては、次項各号に掲げる要件）の
いずれにも該当する場合とする。
一 第二百十二条第一項第一号に掲げる保険契約
二 第二百十二条の二第一項第一号に掲げる保険
契約（地震保険契約を除く。）
三 第二百十二条の二第一項第二号に掲げる保険
契約
四 第二百十二条の二第一項第三号に掲げる保険
契約
◆追加◆
五 法第三条第五項第一号に掲げる保険（事業活
動に伴い、事業者が被る損害を 対象とするも
のを除く。）に係る保険契約（第二号から 第
四号までに掲げるもの及び自動車保険契約を
除く。）のうち、 法人その他の団体若しくは
集団（以下この号において「団体等」とい
う。）又はその代表者を保険契約者とし、当
該団体等の構成員を被保険者とするものでな
く、かつ、団体等の構成員を保険契約者と
し、当該団体等若しくはその代表者又はそれ
らの委託を受けた者が保険会社のために保険
契約者から保険料の収受を行うことを内容と
する契約を伴うものでないもの
◆追加◆
◆追加◆
六 法第三条第四項第一号及び第二号並びに第五

（銀行等が少額短期保険募集人として保険募集を
行うことのできる場合）
第二百十二条の四 法第二百七十五条第一項第三号
に規定する内閣府令で定める場合は、少額短期
保険募集人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が 、第一号から第四号の二までに掲げる
保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合に
あっては次項各号に掲げる要件に、第五号又は
第六号に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介
を行う場合にあっては同項各号及び第三項各号
に掲げる要件にそれぞれ該当する場合とする。
一 第二百十二条第一項第一号に掲げる保険契約
二 第二百十二条の二第一項第一号に掲げる保険
契約（地震保険契約を除く。）
三 第二百十二条の二第一項第二号に掲げる保険
契約
四 第二百十二条の二第一項第三号に掲げる保険
契約
四の二 法第三条第五項第一号に掲げる保険に係
る保険契約のうち、当該銀行等の特定関係者
（第二百十二条の二第七項に規定する特定関
係者をいう。第二百三十四条第一項（第三号
を除く。）において同じ。）である事業者の
事業活動に伴って生ずる損害を  補する保険
契約（当該事業者を保険契約者とするものに
限る。）
五 法第三条第五項第一号に掲げる保険（事業活
動に伴い、事業者が被る損害を  補するもの
を除く。）に係る保険契約（第二号から 前号
までに掲げるもの及び自動車保険契約を除
く。）のうち、 次に掲げる要件のいずれにも
該当しないもの
イ 法人その他の団体若しくは集団（以下この
号において「団体等」という。）又はその
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項に掲げる保険に係る保険契約であって前各
号に掲げるもの以外のもの

２ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が前項各号に掲げる保険契約の
締結の代理又は媒介を行うときは、当該銀行等
は、次に掲げる要件を満たさなければならな
い。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等少額短期保険募集制限先に該当するかど
うかを確認する業務を除く。）に利用され
ないことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、保険募集の公正を確保するため、
保険募集に係る保険契約の引受けを行う少額
短期保険業者の商号又は名称の明示、保険契
約の締結にあたり顧客が自主的な判断を行う
ために必要と認められる情報の提供その他の
事項に関する指針を定め、公表し、その実施
のために必要な措置を講じていること。
三 銀行等が、第二百十二条第二項第三号に掲げ
る措置を講じていること。

３ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が第一項第五号又は第六号に掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行うとき
は、当該銀行等は、次に掲げる要件を満たさな
ければならない。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等少額短期保険募集制限先」とい
う。）を保険契約者又は被保険者とする保険
契約（第一項第六号に掲げるものに限り、既
に締結されている保険契約（その締結の代理
又は媒介を当該銀行等又はその役員若しくは
使用人が手数料その他の報酬を得て行ったも
のに限る。）の更改又は更新に係るものを除
く。）の締結の代理又は媒介を手数料その他
の報酬を得て行わないことを確保するための
措置を講じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事

代表者を保険契約者とし、かつ、当該団体
等の構成員を被保険者とするもの
ロ 団体等の構成員を保険契約者とし、かつ、
当該団体等若しくはその代表者又はそれら
の委託を受けた者が少額短期保険業者のた
めに保険契約者から保険料の収受を行うこ
とを内容とする契約を伴うもの

六 法第三条第四項第一号及び第二号並びに第五
項に掲げる保険に係る保険契約であって前各
号に掲げるもの以外のもの

２ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が前項各号に掲げる保険契約の
締結の代理又は媒介を行うときは、当該銀行等
は、次に掲げる要件を満たさなければならな
い。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等少額短期保険募集制限先に該当するかど
うかを確認する業務を除く。）に利用され
ないことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、保険募集の公正を確保するため、
保険募集に係る保険契約の引受けを行う少額
短期保険業者の商号又は名称の明示、保険契
約の締結にあたり顧客が自主的な判断を行う
ために必要と認められる情報の提供その他の
事項に関する指針を定め、公表し、その実施
のために必要な措置を講じていること。
三 銀行等が、第二百十二条第二項第三号に掲げ
る措置を講じていること。

３ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が第一項第五号又は第六号に掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行うとき
は、当該銀行等は、次に掲げる要件を満たさな
ければならない。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等少額短期保険募集制限先」とい
う。）を保険契約者又は被保険者とする保険
契約（第一項第六号に掲げるものに限り、既
に締結されている保険契約（その締結の代理
又は媒介を当該銀行等又はその役員若しくは
使用人が手数料その他の報酬を得て行ったも
のに限る。）の更改又は更新に係るものを除
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業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等少額短期保険募集制
限先に該当するかどうかを確認する業務その
他少額短期保険業者から委託を受けた業務を
的確に遂行するための措置及び保険募集に係
る業務が当該銀行等のその他の業務の健全か
つ適切な運営に支障を及ぼさないようにする
ための措置を講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第六号に掲げる保
険契約に係るものに限る。）を行わないこと
を確保するための措置 （当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、当該措置
に代わるものとして金融庁長官が定める措
置）を講じていること。 ◆追加◆

４ この条において特例地域金融機関とは、その営
業地域が特定の都道府県に限られているものと
して金融庁長官が定める金融機関であって、当
該金融機関又はその役員若しくは使用人が、 当
該金融機関の融資先従業員等を保険契約者とし
て第一項第六号に掲げる保険契約（これに相当
する内容の保険特約を含む。次項において同
じ。）の締結の代理又は媒介を行う場合におい
て、第二百十二条第四項各号に掲げる保険につ
いては、それぞれ当該各号の区分に応じ、 当該
保険契約者一人当たりの保険金その他の給付金
の額の合計が当該各号に定める金額までを限
り、保険募集を行う旨の定めを第二項第二号に
規定する指針に記載しているものをいう。
５ 少額短期保険募集人である協同組織金融機関
は、当該協同組織金融機関又はその役員若しく
は使用人が、第三項第一号イからハまでに掲げ
る者に該当する当該協同組織金融機関の会員又
は組合員を保険契約者として第一項第六号に掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合
において、第二百十二条第四項各号に掲げる保
険については、それぞれ当該各号の区分に応
じ、 当該保険契約者一人当たりの保険金その他
の給付金の額の合計が当該各号に定める金額ま
でを限り、保険募集を行う旨の定めを第二項第
二号に規定する指針に記載しなければならな
い。
６ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が第一項第一号から 第四号ま
でに掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行

く。）の締結の代理又は媒介を手数料その他
の報酬を得て行わないことを確保するための
措置を講じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等少額短期保険募集制
限先に該当するかどうかを確認する業務その
他少額短期保険業者から委託を受けた業務を
的確に遂行するための措置及び保険募集に係
る業務が当該銀行等のその他の業務の健全か
つ適切な運営に支障を及ぼさないようにする
ための措置を講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第五号又は第六
号に掲げる保険契約に係るものに限る。）を
行わないことを確保するための措置 ◆削除
◆を講じていること。 ただし、当該銀行等が
特例地域金融機関である場合にあっては、当
該措置に代わるものとして金融庁長官が定め
る措置を講じていることをもって足りる。

４ 前項に規定する「特例地域金融機関」とは、そ
の営業地域が特定の都道府県に限られているも
のとして金融庁長官が定める金融機関であっ
て、当該金融機関又はその役員若しくは使用人
が、 当該金融機関が事業を行う個人又は法人
（当該金融機関が同項第三号本文に規定する措
置を講じている場合にあっては、常時使用する
従業員の数が五十人を超える事業を行う個人又
は法人を除く。）若しくはその代表者に対し当
該事業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人若しくは法人が常時使用する
従業員又は当該法人の役員（代表者を除
く。）を保険契約者として第一項第六号に掲げ
る保険契約（これに相当する内容の保険特約を
含む。次項において同じ。）の締結の代理又は
媒介を行う場合において、第二百十二条第四項
各号に掲げる保険については、それぞれ当該各
号の区分に応じ、 当該金融機関又はその役員若
しくは使用人が締結の代理又は媒介をした保険
契約によって支払われるべき保険金その他の給
付金の額の当該保険契約者一人当たりの合計
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う場合において、次に掲げる場合は、当該保険
契約に付される保険特約は、当該保険契約の内
容と関連性が高く、かつ、当該保険特約に係る
保険料及び保険金額が当該保険契約に係る保険
料及び保険金額と比して妥当なものでなければ
ならない。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等少額短期保険募集制限先である場合（前
号の場合を除く。）

が、当該各号に定める金額を超えないこととす
る旨の定めを第二項第二号に規定する指針に記
載しているものをいう。
５ 少額短期保険募集人である協同組織金融機関
は、当該協同組織金融機関又はその役員若しく
は使用人が、第三項第一号イからハまでに掲げ
る者に該当する当該協同組織金融機関の会員又
は組合員を保険契約者として第一項第六号に掲
げる保険契約の締結の代理又は媒介を行う場合
において、第二百十二条第四項各号に掲げる保
険については、それぞれ当該各号の区分に応
じ、 当該協同組織金融機関又はその役員若しく
は使用人が締結の代理又は媒介をした保険契約
によって支払われるべき保険金その他の給付金
の額の当該保険契約者一人当たりの合計が、当
該各号に定める金額を超えないこととする旨の
定めを第二項第二号に規定する指針に記載しな
ければならない。
６ 少額短期保険募集人である銀行等又はその役員
若しくは使用人が第一項第一号から 第四号の二
までに掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を
行う場合において、次に掲げる場合は、当該保
険契約に付される保険特約は、当該保険契約の
内容と関連性が高く、かつ、当該保険特約に係
る保険料及び保険金額が当該保険契約に係る保
険料及び保険金額と比して妥当なものでなけれ
ばならない。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等少額短期保険募集制限先である場合（前
号の場合を除く。）

- 本則-
施行日：平成24年 4月 1日
（銀行等が保険仲立人として保険募集を行うこと
のできる場合）
第二百十二条の五 法第二百七十五条第一項第四号
に規定する内閣府令で定める場合は、保険仲立
人である銀行等又はその役員若しくは使用人が
次の各号に掲げる保険契約の締結の媒介を行う
場合であって、次項各号及び第三項各号に掲げ
る要件（第一号から第三号までに掲げる保険契
約の締結の媒介を行う場合にあっては、次項各
号に掲げる要件）のいずれにも該当する場合と
する。
一 第二百十二条第一項第一号から 第三号までに
掲げる保険契約
二 第二百十二条の二第一項第一号から 第五号ま
でに掲げる保険契約
三 前条第一項第一号から第四号までに掲げる保
険契約
四 第二百十二条第一項第四号及び第五号に掲げ
る保険契約
五 第二百十二条の二第一項第六号及び第七号に
掲げる保険契約

（銀行等が保険仲立人として保険募集を行うこと
のできる場合）
第二百十二条の五 法第二百七十五条第一項第四号
に規定する内閣府令で定める場合は、保険仲立
人である銀行等又はその役員若しくは使用人が
、第一号から第四号までに掲げる保険契約の締
結の媒介を行う場合にあっては次項各号に掲げ
る要件に、第五号から第九号までに掲げる保険
契約の締結の媒介を行う場合にあっては同項各
号及び第三項各号に掲げる要件にそれぞれ該当
する場合とする。
一 第二百十二条第一項第一号から 第五号までに
掲げる保険契約
二 第二百十二条の二第一項第一号から 第五号の
四までに掲げる保険契約
三 前条第一項第一号から第四号までに掲げる保
険契約
四 削除
五 第二百十二条の二第一項第六号に掲げる保険
契約
六 前条第一項第五号に掲げる保険契約
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六 前条第一項第五号に掲げる保険契約
七 第二百十二条第一項第六号に掲げる保険契約
八 第二百十二条の二第一項第八号に掲げる保険
契約
九 前条第一項第六号に掲げる保険契約

２ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が前項各号に掲げる保険契約の締結の媒
介を行うときは、当該銀行等は、次に掲げる要
件を満たさなければならない。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等保険募集制限先に該当するかどうかを確
認する業務を除く。）に利用されないこと
を確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、保険募集の公正を確保するため、
顧客に対する保険契約の内容に関する情報の
提供その他の事項に関する指針を定め、公表
し、その実施のために必要な措置を講じてい
ること。
三 銀行等が、第二百十二条第二項第三号に掲げ
る措置を講じていること。

３ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が 第一項第四号から第九号までに掲げる
保険契約の締結の媒介を行うときは、当該銀行
等は、次に掲げる要件を満たさなければならな
い。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等保険募集制限先」という。）を保
険契約者又は被保険者とする保険契約（ 第一
項第四号から第九号までに掲げるものに限
り、既に締結されている保険契約（その締結
の媒介を当該銀行等又はその役員若しくは使
用人が手数料その他の報酬を得て行ったもの
に限る。）の更新又は更改に係るものを除
く。）の締結の媒介を手数料その他の報酬を
得て行わないことを確保するための措置を講
じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事

七 第二百十二条第一項第六号に掲げる保険契約
八 第二百十二条の二第一項第八号に掲げる保険
契約
九 前条第一項第六号に掲げる保険契約

２ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が前項各号に掲げる保険契約の締結の媒
介を行うときは、当該銀行等は、次に掲げる要
件を満たさなければならない。
一 銀行等が、顧客に関する情報の利用につい
て、次に掲げる措置を講じていること。
イ その業務（保険募集に係るものを除く。）
において取り扱う顧客に関する非公開金融
情報が、事前に書面その他の適切な方法に
より当該顧客の同意を得ることなく保険募
集に係る業務（顧客が次項に規定する銀行
等保険募集制限先に該当するかどうかを確
認する業務を除く。）に利用されないこと
を確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報が、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく資金の貸付けその他の保
険募集に係る業務以外の業務に利用されな
いことを確保するための措置

二 銀行等が、保険募集の公正を確保するため、
顧客に対する保険契約の内容に関する情報の
提供その他の事項に関する指針を定め、公表
し、その実施のために必要な措置を講じてい
ること。
三 銀行等が、第二百十二条第二項第三号に掲げ
る措置を講じていること。

３ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が 第一項第五号から第九号までに掲げる
保険契約の締結の媒介を行うときは、当該銀行
等は、次に掲げる要件を満たさなければならな
い。
一 銀行等が、次に掲げる者（当該銀行等が、第
五項に規定する定めをした協同組織金融機関
である場合にあっては、当該協同組織金融機
関の会員又は組合員である者を除く。以下こ
の条及び第二百三十四条第一項第九号におい
て「銀行等保険募集制限先」という。）を保
険契約者又は被保険者とする保険契約（ 第一
項第五号から第九号までに掲げるものに限
り、既に締結されている保険契約（その締結
の媒介を当該銀行等又はその役員若しくは使
用人が手数料その他の報酬を得て行ったもの
に限る。）の更新又は更改に係るものを除
く。）の締結の媒介を手数料その他の報酬を
得て行わないことを確保するための措置を講
じていること。
イ 当該銀行等が法人又はその代表者に対し当
該法人の事業に必要な資金の貸付けを行っ
ている場合における当該法人及びその代表
者
ロ 当該銀行等が事業を行う個人に対し当該事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
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業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等保険募集制限先に該
当するかどうかを確認する業務を的確に遂行
するための措置及び保険募集に係る業務が当
該銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運
営に支障を及ぼさないようにするための措置
を講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第四号から第九号
までに掲げる保険契約に係るものに限る。）
を行わないことを確保するための措置 （当該
銀行等が特例地域金融機関である場合にあっ
ては、当該措置に代わるものとして金融庁長
官が定める措置）を講じていること。 ◆追加
◆

４ この条において特例地域金融機関とは、その営
業地域が特定の都道府県に限られているものと
して金融庁長官が定める金融機関であって、当
該金融機関又はその役員若しくは使用人が、 当
該金融機関の融資先従業員等を保険契約者とし
て 第二百十二条第一項第四号若しくは第六号、
第二百十二条の二第一項第八号又は前条第一項
第六号に掲げる保険契約（これに相当する内容
の保険特約を含む。次項において同じ。）の締
結の媒介を行う場合において、第二百十二条第
四項各号に掲げる保険については、それぞれ当
該各号の区分に応じ、 当該保険契約者一人当た
りの保険金その他の給付金の額の合計が当該各
号に定める金額までを限り、保険契約の締結の
媒介を行う旨の定めを第二項第二号に規定する
指針に記載しているものをいう。
５ 保険仲立人である協同組織金融機関は、当該協
同組織金融機関又はその役員若しくは使用人
が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に該
当する当該協同組織金融機関の会員又は組合員
を保険契約者として 第二百十二条第一項第四号
若しくは第六号、第二百十二条の二第一項第八
号又は前条第一項第六号に掲げる保険契約の締
結の媒介を行う場合において、第二百十二条第
四項各号に掲げる保険については、それぞれ当
該各号の区分に応じ、 当該保険契約者一人当た
りの保険金その他の給付金の額の合計が当該各
号に定める金額までを限り、保険契約の締結の
媒介を行う旨の定めを第二項第二号に規定する
指針に記載しなければならない。

における当該個人
ハ 当該銀行等が小規模事業者（常時使用する
従業員の数が五十人（当該銀行等が特例地
域金融機関である場合にあっては、二十
人）以下の事業者をいう。以下この号にお
いて同じ。）である個人又は法人若しくは
その代表者に対し、当該小規模事業者の事
業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該小規模事業者が常時使用する
従業員及び当該法人の役員（代表者を除
く。）

二 銀行等が、顧客が銀行等保険募集制限先に該
当するかどうかを確認する業務を的確に遂行
するための措置及び保険募集に係る業務が当
該銀行等のその他の業務の健全かつ適切な運
営に支障を及ぼさないようにするための措置
を講じていること。
三 銀行等が、その使用人のうち事業に必要な資
金の貸付けに関して顧客と応接する業務を行
う者が、保険募集（ 第一項第五号から第九号
までに掲げる保険契約に係るものに限る。）
を行わないことを確保するための措置 ◆削除
◆を講じていること。 ただし、当該銀行等が
特例地域金融機関である場合にあっては、当
該措置に代わるものとして金融庁長官が定め
る措置を講じていることをもって足りる。

４ 前項に規定する「特例地域金融機関」とは、そ
の営業地域が特定の都道府県に限られているも
のとして金融庁長官が定める金融機関であっ
て、当該金融機関又はその役員若しくは使用人
が、 当該金融機関が事業を行う個人又は法人
（当該金融機関が同項第三号本文に規定する措
置を講じている場合にあっては、常時使用する
従業員の数が五十人を超える事業を行う個人又
は法人を除く。）若しくはその代表者に対し当
該事業に必要な資金の貸付けを行っている場合
における当該個人若しくは法人が常時使用する
従業員又は当該法人の役員（代表者を除
く。）を保険契約者として 第二百十二条第一項
第六号、第二百十二条の二第一項第八号又は前
条第一項第六号に掲げる保険契約（これに相当
する内容の保険特約を含む。次項において同
じ。）の締結の媒介を行う場合において、第二
百十二条第四項各号に掲げる保険については、
それぞれ当該各号の区分に応じ、 当該金融機関
又はその役員若しくは使用人が締結の媒介をし
た保険契約によって支払われるべき保険金その
他の給付金の額の当該保険契約者一人当たりの
合計が、当該各号に定める金額を超えないこと
とする旨の定めを第二項第二号に規定する指針
に記載しているものをいう。
５ 保険仲立人である協同組織金融機関は、当該協
同組織金融機関又はその役員若しくは使用人
が、第三項第一号イからハまでに掲げる者に該
当する当該協同組織金融機関の会員又は組合員
を保険契約者として 第二百十二条第一項第六
号、第二百十二条の二第一項第八号又は前条第
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６ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が第一項第一号及び第二号に掲げる保険
契約の締結の媒介を行う場合において、次に掲
げる場合は、当該保険契約に付される保険特約
は、当該保険契約の内容と関連性が高く、か
つ、当該保険特約に係る保険料及び保険金額が
当該保険契約に係る保険料及び保険金額と比し
て妥当なものでなければならない。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等保険募集制限先である場合（前号の場合
を除く。）

一項第六号に掲げる保険契約の締結の媒介を行
う場合において、第二百十二条第四項各号に掲
げる保険については、それぞれ当該各号の区分
に応じ、 当該協同組織金融機関又はその役員若
しくは使用人が締結の媒介をした保険契約に
よって支払われるべき保険金その他の給付金の
額の当該保険契約者一人当たりの合計が、当該
各号に定める金額を超えないこととする旨の定
めを第二項第二号に規定する指針に記載しなけ
ればならない。
６ 保険仲立人である銀行等又はその役員若しくは
使用人が第一項第一号及び第二号に掲げる保険
契約の締結の媒介を行う場合において、次に掲
げる場合は、当該保険契約に付される保険特約
は、当該保険契約の内容と関連性が高く、か
つ、当該保険特約に係る保険料及び保険金額が
当該保険契約に係る保険料及び保険金額と比し
て妥当なものでなければならない。
一 当該銀行等が第三項各号に掲げる要件を満た
していない場合
二 当該保険契約の保険契約者又は被保険者が銀
行等保険募集制限先である場合（前号の場合
を除く。）

- 本則-
施行日：平成24年 4月 1日
（保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行
為）
第二百三十四条 法第三百条第一項第九号に規定す
る内閣府令で定める行為は、次に掲げる行為と
する。
一 何らの名義によってするかを問わず、法第三
百条第一項第五号に規定する行為の同項の規
定による禁止を免れる行為
二 法人である生命保険募集人、少額短期保険募
集人又は保険仲立人が、その役員又は使用人
その他当該生命保険募集人、少額短期保険募
集人又は保険仲立人と密接な関係を有する者
として金融庁長官が定める者に対して、金融
庁長官が定める保険以外の保険について、生
命保険会社、外国生命保険会社等、法第二百
十九条第四項の免許を受けた免許特定法人の
引受社員又は少額短期保険業者を保険者とす
る保険契約の申込みをさせる行為その他の保
険契約者又は被保険者に対して、威迫し、又
は業務上の地位等を不当に利用して保険契約
の申込みをさせ、又は既に成立している保険
契約を消滅させる行為
三 保険会社等又は外国保険会社等との間で保険
契約を締結することを条件として当該保険会
社等又は外国保険会社等の特定関係者（法第
百条の三（法第二百七十二条の十三第二項に
おいて準用する場合を含む。）に規定する特
定関係者及び法第百九十四条に規定する特殊
関係者をいう。）が当該保険契約に係る保険
契約者又は被保険者に対して信用を供与し、

（保険契約の締結又は保険募集に関する禁止行
為）
第二百三十四条 法第三百条第一項第九号に規定す
る内閣府令で定める行為は、次に掲げる行為と
する。
一 何らの名義によってするかを問わず、法第三
百条第一項第五号に規定する行為の同項の規
定による禁止を免れる行為
二 法人である生命保険募集人、少額短期保険募
集人又は保険仲立人が、その役員又は使用人
その他当該生命保険募集人、少額短期保険募
集人又は保険仲立人と密接な関係を有する者
として金融庁長官が定める者に対して、金融
庁長官が定める保険以外の保険について、生
命保険会社、外国生命保険会社等、法第二百
十九条第四項の免許を受けた免許特定法人の
引受社員又は少額短期保険業者を保険者とす
る保険契約の申込みをさせる行為その他の保
険契約者又は被保険者に対して、威迫し、又
は業務上の地位等を不当に利用して保険契約
の申込みをさせ、又は既に成立している保険
契約を消滅させる行為
三 保険会社等又は外国保険会社等との間で保険
契約を締結することを条件として当該保険会
社等又は外国保険会社等の特定関係者（法第
百条の三（法第二百七十二条の十三第二項に
おいて準用する場合を含む。）に規定する特
定関係者及び法第百九十四条に規定する特殊
関係者をいう。）が当該保険契約に係る保険
契約者又は被保険者に対して信用を供与し、
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又は信用の供与を約していることを知りなが
ら、当該保険契約者に対して当該保険契約の
申込みをさせる行為
四 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者
に対して、保険契約等に関する事項であって
その判断に影響を及ぼすこととなる重要なも
のにつき、誤解させるおそれのあることを告
げ、又は表示する行為
五 保険契約者に対して、保険契約に係る保険の
種類又は保険会社等又は外国保険会社等の商
号若しくは名称を他のものと誤解させるおそ
れのあることを告げる行為
六 保険料を一時に払い込むことを内容とする保
険契約の締結の代理又は媒介を行う際に、そ
の顧客が行う当該保険契約の申込みが法第三
百九条第一項に規定する保険契約の申込みの
撤回等を行うことができない場合（同項第一
号から第五号まで及び令第四十五条第七号に
掲げる場合並びに当該保険契約の引受けを行
う保険会社等又は外国保険会社等が当該申込
みの撤回等に応じることとしている場合を除
く。）に該当する場合において、当該顧客に
対しその旨の説明を書面の交付により行わ
ず、又は当該顧客から当該書面を受領した旨
の確認を署名若しくは押印を得ることにより
行わずに当該保険契約の申込みをさせる行為
七 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、当該銀
行等が行う信用供与の条件として保険募集を
する行為その他の当該銀行等の取引上の優越
的な地位を不当に利用して保険募集をする行
為
八 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、あらか
じめ、顧客に対し、当該保険契約の締結の代
理又は媒介に係る取引が当該銀行等の当該顧
客に関する業務に影響を与えない旨の説明を
書面の交付により行わずに保険募集をする行
為
九 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、あらか
じめ、顧客に対し、銀行等保険募集制限先等
（銀行等生命保険募集制限先、銀行等損害保
険募集制限先、銀行等少額短期保険募集制限
先又は銀行等保険募集制限先をいう。第十四
号において同じ。）に該当するかどうかを確
認する業務に関する説明を書面の交付により
行わずに 第二百十二条第一項第四号から第六
号まで、第二百十二条の二第一項第六号から
第八号まで又は第二百十二条の四第一項第五
号及び第六号に掲げる保険契約の締結の代理
又は媒介を行う行為
十 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、顧客が
当該銀行等に対し資金の貸付け ◆追加◆の申
込みを行っていることを知りながら、当該顧
客又はその密接関係者 （当該顧客が法人であ

又は信用の供与を約していることを知りなが
ら、当該保険契約者に対して当該保険契約の
申込みをさせる行為
四 保険契約者若しくは被保険者又は不特定の者
に対して、保険契約等に関する事項であって
その判断に影響を及ぼすこととなる重要なも
のにつき、誤解させるおそれのあることを告
げ、又は表示する行為
五 保険契約者に対して、保険契約に係る保険の
種類又は保険会社等又は外国保険会社等の商
号若しくは名称を他のものと誤解させるおそ
れのあることを告げる行為
六 保険料を一時に払い込むことを内容とする保
険契約の締結の代理又は媒介を行う際に、そ
の顧客が行う当該保険契約の申込みが法第三
百九条第一項に規定する保険契約の申込みの
撤回等を行うことができない場合（同項第一
号から第五号まで及び令第四十五条第七号に
掲げる場合並びに当該保険契約の引受けを行
う保険会社等又は外国保険会社等が当該申込
みの撤回等に応じることとしている場合を除
く。）に該当する場合において、当該顧客に
対しその旨の説明を書面の交付により行わ
ず、又は当該顧客から当該書面を受領した旨
の確認を署名若しくは押印を得ることにより
行わずに当該保険契約の申込みをさせる行為
七 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、当該銀
行等が行う信用供与の条件として保険募集を
する行為その他の当該銀行等の取引上の優越
的な地位を不当に利用して保険募集をする行
為
八 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、あらか
じめ、顧客に対し、当該保険契約の締結の代
理又は媒介に係る取引が当該銀行等の当該顧
客に関する業務に影響を与えない旨の説明を
書面の交付により行わずに保険募集をする行
為
九 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、あらか
じめ、顧客に対し、銀行等保険募集制限先等
（銀行等生命保険募集制限先、銀行等損害保
険募集制限先、銀行等少額短期保険募集制限
先又は銀行等保険募集制限先をいう。第十四
号において同じ。）に該当するかどうかを確
認する業務に関する説明を書面の交付により
行わずに 第二百十二条第一項第六号、第二百
十二条の二第一項第六号若しくは第八号又は
第二百十二条の四第一項第五号若しくは第六
号に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を
行う行為
十 特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀
行等又はその役員若しくは使用人が、顧客が
当該銀行等に対し資金の貸付け （当該顧客又
はその密接関係者（当該顧客が法人である場
合の当該法人の代表者又は当該顧客が法人の
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る場合の当該法人の代表者、又は当該顧客が
法人の代表者であり、当該資金の貸付けが当
該法人の事業に必要な資金の貸付けである場
合の当該法人をいう。第十五号において同
じ。）（当該銀行等が協同組織金融機関であ
る場合にあっては、当該協同組織金融機関の
会員又は組合員である 者を除く。第十五号に
おいて同じ。）に対し、 第二百十二条第一項
第四号から第六号まで、第二百十二条の二第
一項第六号から第八号まで又は第二百十二条
の四第一項第五号及び第六号に掲げる保険契
約（金銭消費貸借契約、賃貸借契約その他の
契約（事業に必要な資金に係るものを除
く。）に係る債務の履行を担保するための保
険契約及び既に締結されている保険契約（そ
の締結の代理又は媒介を 当該銀行等の役員若
しくは使用人が手数料その他の報酬を得て
行ったものに限る。）の更新又は更改に係る
保険契約を除く。）の締結の代理又は媒介を
行う行為
十一 生命保険募集人、少額短期保険募集人若し
くは保険仲立人である銀行等又はその役員若
しくは使用人が、第二百十二条第一項第一号
に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行
う際に、保険契約者に対し、当該保険契約者
が当該保険契約に係る保険金が充てられるべ
き債務の返済に困窮した場合の当該銀行等に
おける相談窓口及びその他の相談窓口の説明
を書面の交付により行わずに当該保険契約の
申込みをさせる行為
十二 銀行等の特定関係者 （銀行法施行令第四条
の二第一項第一号から第十号まで（長期信用
銀行法施行令（昭和五十七年政令第四十二
号）第六条第一項（銀行法施行令の準用）に
おいて準用する場合を含む。）、株式会社商
工組合中央金庫法施行令（平成十九年政令第
三百六十七号）第七条第一項第一号及び第二
号（商工組合中央金庫の特定関係者）、信用
金庫法施行令（昭和四十三年政令第百四十二
号）第十一条の二第一項第一号（金庫の特定
関係者）、労働金庫法施行令（昭和五十七年
政令第四十六号）第五条の二第一項第一号
（金庫の特定関係者）、協同組合による金融
事業に関する法律施行令（昭和五十七年政令
第四十四号）第三条の二第一項第一号（信用
協同組合等の特定関係者）、農業協同組合法
施行令（昭和三十七年政令第二百七十一号）
第五条の八各号（組合と特殊の関係のある
者）（第三号にあっては、農業協同組合及び
農業協同組合連合会の信用事業に関する命令
（平成五年 大蔵省 農林水産省 令第一号）第十
条第一項第一号（法第十一条の二の三第三号
の主務省令で定める特殊の関係のある者）に
掲げる者に限る。）、水産業協同組合法施行
令（平成五年政令第三百二十八号）第九条第
一項第一号（組合等の特定関係者）並びに農
林中央金庫法施行令（平成十三年政令第二百

代表者である場合の当該法人をいう。以下こ
の号及び第十五号において同じ。）の事業に
必要な資金の貸付けに限る。第十五号におい
て同じ。）の申込みを行っていることを知り
ながら、当該顧客又はその密接関係者 ◆削除
◆（当該銀行等が協同組織金融機関である場
合にあっては、当該協同組織金融機関の会員
又は組合員である 顧客又はその密接関係者を
除く。）に対し、 第二百十二条第一項第六
号、第二百十二条の二第一項第六号若しくは
第八号又は第二百十二条の四第一項第五号若
しくは第六号に掲げる保険契約（金銭消費貸
借契約、賃貸借契約その他の契約（事業に必
要な資金に係るものを除く。）に係る債務の
履行を担保するための保険契約及び既に締結
されている保険契約（その締結の代理又は媒
介を 当該銀行等の役員又は使用人が手数料そ
の他の報酬を得て行ったものに限る。）の更
新又は更改に係る保険契約を除く。）の締結
の代理又は媒介を行う行為
十一 生命保険募集人、少額短期保険募集人若し
くは保険仲立人である銀行等又はその役員若
しくは使用人が、第二百十二条第一項第一号
に掲げる保険契約の締結の代理又は媒介を行
う際に、保険契約者に対し、当該保険契約者
が当該保険契約に係る保険金が充てられるべ
き債務の返済に困窮した場合の当該銀行等に
おける相談窓口及びその他の相談窓口の説明
を書面の交付により行わずに当該保険契約の
申込みをさせる行為
十二 銀行等の特定関係者 ◆削除◆に該当する保
険会社等若しくは外国保険会社等又は これら
の者の役員若しくは使用人が、保険契約者又
は被保険者に対し、当該銀行等の取引上の優
越的地位を不当に利用して、保険契約の申込
みをさせ、又は既に成立している保険契約を
消滅させる行為
十三 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、自己との間で保険契約の締結の代理
又は媒介を行うことを条件として当該銀行等
が当該保険契約に係る保険契約者又は被保険
者に対して信用を供与し、又は信用の供与を
約していることその他の取引上の優越的地位
を不当に利用していることを知りながら保険
募集をする行為
十四 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、その保険契約者又は被保険者が当該
銀行等に係る銀行等保険募集制限先等に該当
することを知りながら、保険契約（ 第二百十
二条第一項第一号から第五号まで及び第二百
十二条の二第一項第一号から第五号の四まで
並びに第二百十二条の四第一項第一号から第
四号の二までに掲げる保険契約（当該保険契
約に保険特約が付される場合にあっては、当
該保険特約が当該保険契約の内容と関連性が
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八十五号）第八条第一項第一号（農林中央金
庫の特定関係者）に規定する者をいう。以下
この項において同じ。）に該当する保険会社
等若しくは外国保険会社等又は その役員若し
くは使用人が、保険契約者又は被保険者に対
し、当該銀行等の取引上の優越的地位を不当
に利用して、保険契約の申込みをさせ、又は
既に成立している保険契約を消滅させる行為
十三 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、自己との間で保険契約の締結の代理
又は媒介を行うことを条件として当該銀行等
が当該保険契約に係る保険契約者又は被保険
者に対して信用を供与し、又は信用の供与を
約していることその他の取引上の優越的地位
を不当に利用していることを知りながら保険
募集をする行為
十四 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、その保険契約者又は被保険者が当該
銀行等に係る銀行等保険募集制限先等に該当
することを知りながら、保険契約（ 第二百十
二条第一項第一号から第三号まで及び第二百
十二条の二第一項第一号から第五号まで並び
に第二百十二条の四第一項第一号から第四号
までに掲げる保険契約（当該保険契約に保険
特約が付される場合にあっては、当該保険特
約が当該保険契約の内容と関連性が高く、か
つ、当該保険特約に係る保険料及び保険金額
が当該保険契約に係る保険料及び保険金額と
比して妥当なものに限る。次号において同
じ。）を除く。）の締結の代理又は媒介を行
う行為
十五 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、顧客が当該銀行等に対し資金の貸付
けの申込みをしていることを知りながら、当
該顧客又はその密接関係者 ◆追加◆に対し、
保険契約（ 第二百十二条第一項第一号から第
三号まで及び第二百十二条の二第一項第一号
から第五号まで並びに第二百十二条の四第一
項第一号から第四号までに掲げる保険契約を
除く。）の締結の代理又は媒介を行う行為
十六 生命保険募集人（生命保険会社（外国生命
保険会社等を含む。以下この号において同
じ。）の役員若しくは使用人若しくはこれら
の使用人又は生命保険会社の委託を受けた者
（法人でない社団又は財団で代表者又は管理
人の定めのあるものを含む。）の役員若しく
は使用人である者を除く。）、損害保険代理
店及び少額短期保険募集人（少額短期保険業
者の役員若しくは使用人若しくはこれらの使
用人又は少額短期保険業者の委託を受けた者
（法人でない社団又は財団で代表者又は管理
人の定めのあるものを含む。）の役員若しく
は使用人である者を除く。）又は保険仲立人
が、その取り扱う個人である顧客に関する情

高く、かつ、当該保険特約に係る保険料及び
保険金額が当該保険契約に係る保険料及び保
険金額と比して妥当なものに限る。次号にお
いて同じ。）を除く。）の締結の代理又は媒
介を行う行為
十五 特定保険募集人若しくは保険仲立人である
銀行等の特定関係者又はその役員若しくは使
用人が、顧客が当該銀行等に対し資金の貸付
けの申込みをしていることを知りながら、当
該顧客又はその密接関係者 （当該銀行等が協
同組織金融機関である場合にあっては、当該
協同組織金融機関の会員又は組合員である者
を除く。）に対し、保険契約（ 第二百十二条
第一項第一号から第五号まで及び第二百十二
条の二第一項第一号から第五号の四まで並び
に第二百十二条の四第一項第一号から第四号
の二までに掲げる保険契約を除く。）の締結
の代理又は媒介を行う行為
十六 生命保険募集人（生命保険会社（外国生命
保険会社等を含む。以下この号において同
じ。）の役員若しくは使用人若しくはこれら
の使用人又は生命保険会社の委託を受けた者
（法人でない社団又は財団で代表者又は管理
人の定めのあるものを含む。）の役員若しく
は使用人である者を除く。）、損害保険代理
店及び少額短期保険募集人（少額短期保険業
者の役員若しくは使用人若しくはこれらの使
用人又は少額短期保険業者の委託を受けた者
（法人でない社団又は財団で代表者又は管理
人の定めのあるものを含む。）の役員若しく
は使用人である者を除く。）又は保険仲立人
が、その取り扱う個人である顧客に関する情
報の安全管理、従業者の監督及び当該情報の
取扱いを委託する場合にはその委託先の監督
について、当該情報の漏えい、滅失又はき損
の防止を図るために必要かつ適切な措置を怠
ること。
十七 その業務上取り扱う個人である顧客に関す
る人種、信条、門地、本籍地、保健医療又は
犯罪経歴についての情報その他の特別の非公
開情報（その業務上知り得た公表されていな
い情報をいう。）を、当該業務の適切な運営
の確保その他必要と認められる目的以外の目
的のために利用しないことを確保するための
措置を怠ること。
十八 保険会社（外国保険会社等を含み、特定保
険募集人である保険会社を除く。以下この条
において同じ。）、特定保険募集人又は保険
仲立人である銀行代理業者等が、次に掲げる
措置を怠ること。
イ その銀行代理業等において取り扱う顧客に
関する非公開金融情報を、事前に書面その
他の適切な方法により当該顧客の同意を得
ることなく保険募集に係る業務に利用しな
いことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報を、事前に書
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報の安全管理、従業者の監督及び当該情報の
取扱いを委託する場合にはその委託先の監督
について、当該情報の漏えい、滅失又はき損
の防止を図るために必要かつ適切な措置を怠
ること。
十七 その業務上取り扱う個人である顧客に関す
る人種、信条、門地、本籍地、保健医療又は
犯罪経歴についての情報その他の特別の非公
開情報（その業務上知り得た公表されていな
い情報をいう。）を、当該業務の適切な運営
の確保その他必要と認められる目的以外の目
的のために利用しないことを確保するための
措置を怠ること。
十八 保険会社（外国保険会社等を含み、特定保
険募集人である保険会社を除く。以下この条
において同じ。）、特定保険募集人又は保険
仲立人である銀行代理業者等が、次に掲げる
措置を怠ること。
イ その銀行代理業等において取り扱う顧客に
関する非公開金融情報を、事前に書面その
他の適切な方法により当該顧客の同意を得
ることなく保険募集に係る業務に利用しな
いことを確保するための措置
ロ その保険募集に係る業務において取り扱う
顧客に関する非公開保険情報を、事前に書
面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく銀行代理業等及び銀行代
理業等に付随する業務に利用しないことを
確保するための措置

十九 保険会社、特定保険募集人又は保険仲立人
である銀行代理業者等が、保険募集に係る法
令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分、
当該銀行代理業者等の内部規則その他これら
に準ずるものをいう。以下この号において同
じ。）の遵守を確保する業務に係る責任者を
保険募集に係る業務を行う営業所又は事務所
（他の法令等の遵守を確保する業務が複数の
営業所又は事務所を一つの単位（保険募集に
係る業務を行う営業所又は事務所を含むもの
に限る。）として行われている場合にあって
は当該単位）ごとに、当該責任者を指揮し保
険募集に係る法令等の遵守を確保する業務を
統括管理する統括責任者を本店又は主たる事
務所に、それぞれ配置するために必要かつ適
切な措置を怠ること。

２ 前項第七号に規定する行為は、保険会社である
銀行代理業者等の役員（代表権を有する役員及
び監査役を除く。以下この項において同じ。）
若しくは使用人若しくはこれらの使用人又は特
定保険募集人若しくは保険仲立人である銀行代
理業者等若しくはその役員若しくは使用人につ
いて、同項第十一号に規定する行為は、生命保
険会社（外国生命保険会社等を含み、生命保険
募集人又は少額短期保険募集人である生命保険
会社を除く。）である銀行代理業者等の役員若
しくは使用人若しくはこれらの使用人又は生命
保険募集人、少額短期保険募集人若しくは保険

面その他の適切な方法により当該顧客の同
意を得ることなく銀行代理業等及び銀行代
理業等に付随する業務に利用しないことを
確保するための措置

十九 保険会社、特定保険募集人又は保険仲立人
である銀行代理業者等が、保険募集に係る法
令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分、
当該銀行代理業者等の内部規則その他これら
に準ずるものをいう。以下この号において同
じ。）の遵守を確保する業務に係る責任者を
保険募集に係る業務を行う営業所又は事務所
（他の法令等の遵守を確保する業務が複数の
営業所又は事務所を一つの単位（保険募集に
係る業務を行う営業所又は事務所を含むもの
に限る。）として行われている場合にあって
は当該単位）ごとに、当該責任者を指揮し保
険募集に係る法令等の遵守を確保する業務を
統括管理する統括責任者を本店又は主たる事
務所に、それぞれ配置するために必要かつ適
切な措置を怠ること。

２ 前項第七号に規定する行為は、保険会社である
銀行代理業者等の役員（代表権を有する役員及
び監査役を除く。以下この項において同じ。）
若しくは使用人若しくはこれらの使用人又は特
定保険募集人若しくは保険仲立人である銀行代
理業者等若しくはその役員若しくは使用人につ
いて、同項第十一号に規定する行為は、生命保
険会社（外国生命保険会社等を含み、生命保険
募集人又は少額短期保険募集人である生命保険
会社を除く。）である銀行代理業者等の役員若
しくは使用人若しくはこれらの使用人又は生命
保険募集人、少額短期保険募集人若しくは保険
仲立人である銀行代理業者等若しくはその役員
若しくは使用人について、それぞれ準用する。
この場合において、同項第七号中「当該銀行
等」とあるのは「当該銀行代理業者等」と、
「信用供与」とあるのは「資金の貸付け又は手
形の割引を内容とする契約の締結の代理又は媒
介」と、同項第十一号中「当該銀行等」とある
のは「当該銀行代理業者等及びその所属銀行等
（銀行法第二条第十六項に規定する所属銀行、
長期信用銀行法第十六条の五第三項に規定する
所属長期信用銀行、信用金庫法第八十五条の二
第三項に規定する所属信用金庫、労働金庫法第
八十九条の三第三項に規定する所属労働金庫、
協同組合による金融事業に関する法律第六条の
三第三項に規定する所属信用協同組合、農業協
同組合法第九十二条の二第三項に規定する所属
組合、水産業協同組合法第百二十一条の二第三
項に規定する所属組合及び農林中央金庫法第九
十五条の二第三項に規定する農林中央金庫をい
う。以下この条において同じ。）」と読み替え
るものとする。
３ 第一項第十三号に規定する行為は、保険会社、
特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀行
代理業者等の特定関係者（銀行法施行令第四条
の二第一項第十一号から第十三号まで（第十一
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仲立人である銀行代理業者等若しくはその役員
若しくは使用人について、それぞれ準用する。
この場合において、同項第七号中「当該銀行
等」とあるのは「当該銀行代理業者等」と、
「信用供与」とあるのは「資金の貸付け又は手
形の割引を内容とする契約の締結の代理又は媒
介」と、同項第十一号中「当該銀行等」とある
のは「当該銀行代理業者等及びその所属銀行等
（銀行法第二条第十六項に規定する所属銀行、
長期信用銀行法第十六条の五第三項に規定する
所属長期信用銀行、信用金庫法第八十五条の二
第三項に規定する所属信用金庫、労働金庫法第
八十九条の三第三項に規定する所属労働金庫、
協同組合による金融事業に関する法律第六条の
三第三項に規定する所属信用協同組合、農業協
同組合法第九十二条の二第三項に規定する所属
組合、水産業協同組合法第百二十一条の二第三
項に規定する所属組合及び農林中央金庫法第九
十五条の二第三項に規定する農林中央金庫をい
う。以下この条において同じ。）」と読み替え
るものとする。
３ 第一項第十三号に規定する行為は、保険会社、
特定保険募集人若しくは保険仲立人である銀行
代理業者等の特定関係者（銀行法施行令第四条
の二第一項第十一号から第十三号まで（第十一
号にあっては、同号に規定する銀行代理業者を
除き、これらの規定を長期信用銀行法施行令第
六条第一項において準用する場合を含む。）、
株式会社商工組合中央金庫法施行令第七条第一
項第三号（同号に規定する代理組合等を除
く。）及び第四号、信用金庫法施行令第十一条
の二第一項第二号から第四号まで（第二号に
あっては、同号に規定する信用金庫代理業者を
除く。）、労働金庫法施行令第五条の二第一項
第二号から第四号まで（第二号にあっては、同
号に規定する労働金庫代理業者を除く。）、協
同組合による金融事業に関する法律施行令第三
条の二第一項第二号から第四号まで（第二号に
あっては、同号に規定する信用協同組合代理業
者を除く。）、水産業協同組合法施行令第九条
第一項第二号から第四号まで（第二号にあって
は、同号に規定する特定信用事業代理業者を除
く。）、農林中央金庫法施行令 第六条第一項第
二号から第四号まで（第二号にあっては、同号
に規定する農林中央金庫代理業者を除く。）並
びに農業協同組合及び農業協同組合連合会の信
用事業に関する命令第十条第一項第二号から第
四号まで（第二号にあっては、同号に規定する
特定信用事業代理業者を除く。）に規定する者
をいう。）又はその役員若しくは使用人につい
て準用する。この場合において、第一項第十三
号中「当該銀行等が当該保険契約に係る保険契
約者又は被保険者に対して信用を供与し、又は
信用の供与を約していること」とあるのは、
「当該銀行代理業者等が当該保険契約に係る保
険契約者又は被保険者に対してその所属銀行等
が行う資金の貸付け又は手形の割引を内容とす

号にあっては、同号に規定する銀行代理業者を
除き、これらの規定を長期信用銀行法施行令第
六条第一項において準用する場合を含む。）、
株式会社商工組合中央金庫法施行令第七条第一
項第三号（同号に規定する代理組合等を除
く。）及び第四号、信用金庫法施行令第十一条
の二第一項第二号から第四号まで（第二号に
あっては、同号に規定する信用金庫代理業者を
除く。）、労働金庫法施行令第五条の二第一項
第二号から第四号まで（第二号にあっては、同
号に規定する労働金庫代理業者を除く。）、協
同組合による金融事業に関する法律施行令第三
条の二第一項第二号から第四号まで（第二号に
あっては、同号に規定する信用協同組合代理業
者を除く。）、水産業協同組合法施行令第九条
第一項第二号から第四号まで（第二号にあって
は、同号に規定する特定信用事業代理業者を除
く。）、農林中央金庫法施行令 第八条第一項第
二号から第四号まで（第二号にあっては、同号
に規定する農林中央金庫代理業者を除く。）並
びに農業協同組合及び農業協同組合連合会の信
用事業に関する命令第十条第一項第二号から第
四号まで（第二号にあっては、同号に規定する
特定信用事業代理業者を除く。）に規定する者
をいう。）又はその役員若しくは使用人につい
て準用する。この場合において、第一項第十三
号中「当該銀行等が当該保険契約に係る保険契
約者又は被保険者に対して信用を供与し、又は
信用の供与を約していること」とあるのは、
「当該銀行代理業者等が当該保険契約に係る保
険契約者又は被保険者に対してその所属銀行等
が行う資金の貸付け又は手形の割引を内容とす
る契約の締結を代理若しくは媒介し、又は当該
代理若しくは媒介を約していること」と読み替
えるものとする。
４ 銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
は、第一項第八号及び第九号の規定による書面
の交付に代えて、第七項で定めるところによ
り、当該顧客の承諾を得て、当該書面に記載す
べき事項を電子情報処理組織を使用する方法そ
の他の情報通信の技術を利用する方法であって
次に掲げるもの（以下この条において「電磁的
方法」という。）により提供することができ
る。この場合において、当該銀行等である特定
保険募集人又は保険仲立人は、当該書面の交付
をしたものとみなす。
一 電子情報処理組織を使用する方法であって、
銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
の使用に係る電子計算機に備えられたファイ
ルに記録された書面に記載すべき事項を電気
通信回線を通じて顧客の閲覧に供する方法
二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ
れらに準ずる方法により一定の事項を確実に
記録しておくことができる物をもって調製す
るファイルに書面に記載すべき事項を記録し
たものを交付する方法

５ 前項各号に掲げる方法は、顧客がファイルへの
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る契約の締結を代理若しくは媒介し、又は当該
代理若しくは媒介を約していること」と読み替
えるものとする。
４ 銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
は、第一項第八号及び第九号の規定による書面
の交付に代えて、第七項で定めるところによ
り、当該顧客の承諾を得て、当該書面に記載す
べき事項を電子情報処理組織を使用する方法そ
の他の情報通信の技術を利用する方法であって
次に掲げるもの（以下この条において「電磁的
方法」という。）により提供することができ
る。この場合において、当該銀行等である特定
保険募集人又は保険仲立人は、当該書面の交付
をしたものとみなす。
一 電子情報処理組織を使用する方法であって、
銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
の使用に係る電子計算機に備えられたファイ
ルに記録された書面に記載すべき事項を電気
通信回線を通じて顧客の閲覧に供する方法
二 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他こ
れらに準ずる方法により一定の事項を確実に
記録しておくことができる物をもって調製す
るファイルに書面に記載すべき事項を記録し
たものを交付する方法

５ 前項各号に掲げる方法は、顧客がファイルへの
記録を出力することによる書面を作成できるも
のでなければならない。
６ 第四項第一号の「電子情報処理組織」とは、銀
行等である特定保険募集人又は保険仲立人の使
用に係る電子計算機と、顧客の使用に係る電子
計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処
理組織をいう。
７ 銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
は、第四項の規定により同項に規定する事項を
提供しようとするときは、あらかじめ、当該顧
客に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の
種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法によ
る承諾を得なければならない。
一 第四項各号に規定する方法のうち銀行等であ
る特定保険募集人又は保険仲立人が使用する
もの
二 ファイルへの記録の方式

８ 前項の規定による承諾を得た銀行等である特定
保険募集人又は保険仲立人は、当該顧客から書
面又は電磁的方法により電磁的方法による提供
を受けない旨の申出があったときは、当該顧客
に対し、書面に記載すべき事項の提供を電磁的
方法によってしてはならない。ただし、当該顧
客が再び同項の規定による承諾をした場合は、
この限りでない。

記録を出力することによる書面を作成できるも
のでなければならない。
６ 第四項第一号の「電子情報処理組織」とは、銀
行等である特定保険募集人又は保険仲立人の使
用に係る電子計算機と、顧客の使用に係る電子
計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処
理組織をいう。
７ 銀行等である特定保険募集人又は保険仲立人
は、第四項の規定により同項に規定する事項を
提供しようとするときは、あらかじめ、当該顧
客に対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の
種類及び内容を示し、書面又は電磁的方法によ
る承諾を得なければならない。
一 第四項各号に規定する方法のうち銀行等であ
る特定保険募集人又は保険仲立人が使用する
もの
二 ファイルへの記録の方式

８ 前項の規定による承諾を得た銀行等である特定
保険募集人又は保険仲立人は、当該顧客から書
面又は電磁的方法により電磁的方法による提供
を受けない旨の申出があったときは、当該顧客
に対し、書面に記載すべき事項の提供を電磁的
方法によってしてはならない。ただし、当該顧
客が再び同項の規定による承諾をした場合は、
この限りでない。

- 改正法･附則・題名- ～ 平成23年 9月 7日 内閣府 令 第49号～
施行日：平成24年 4月 1日
◆追加◆ 附 則（平成二三・九・七内閣令四九）
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- 改正法･附則- ～ 平成23年 9月 7日 内閣府 令 第49号～
施行日：平成24年 4月 1日
◆追加◆ この府令は、平成二十四年四月一日から施行す

る。
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